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議第66号 

 

多治見市役所の位置を定める条例の一部を改正するについて 

 

多治見市役所の位置を定める条例（昭和46年条例第28号）の一部を次のように改正

するものとする。 

 

令和４年５月26日提出 

 

多治見市長   古 川  雅 典 

 

 

多治見市役所の位置を定める条例の一部を改正する条例 

多治見市役所の位置を定める条例（昭和46年条例第28号）の一部を次のように改正

する。 

「日ノ出町２丁目15番地」を「音羽町１丁目233番地」に改める。 

附 則 

この条例は、規則で定める日から施行する。 
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議第67号 

 

多治見市職員による公益通報に関する条例の一部を改正するについて 

 

多治見市職員による公益通報に関する条例（平成18年条例第53号）の一部を次のよ

うに改正するものとする。 

 

令和４年５月26日提出 

 

多治見市長   古 川  雅 典 

 

 

多治見市職員による公益通報に関する条例の一部を改正する条例 

多治見市職員による公益通報に関する条例（平成18年条例第53号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第２条第４号中「並びに同法第３条第３項第３号及び第３号の２に掲げる特別職に

属する本市の職員」を削る。 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例の施行の日前に地方公務員法（昭和25年法律第261号）第３条第３項第３

号及び第３号の２に掲げる特別職に属する本市の職員によりなされた公益通報につ

いては、なお従前の例による。 
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議第68号 

 

多治見市税条例等の一部を改正するについて 

 

多治見市税条例等の一部を次のように改正するものとする。 

 

令和４年５月26日提出 

 

多治見市長   古 川  雅 典 

 

 

多治見市税条例等の一部を改正する条例 

（多治見市税条例の一部改正） 

第１条 多治見市税条例（昭和25年告示第45号）の一部を次のように改正する。 

第20条の４中「交付」の次に「（法第382条の４に規定する当該証明書に住所に代

わる事項の記載をしたものの交付を含む。）の」を加える。 

第36条第４項を次のように改める。 

４ 前項の規定は、前年分の所得税に係る第41条の３第１項に規定する確定申告書

に特定配当等に係る所得の明細に関する事項その他施行規則に定める事項の記載

があるときは、当該特定配当等に係る所得の金額については、適用しない。 

第36条第６項を次のように改める。 

６ 前項の規定は、前年分の所得税に係る第41条の３第１項に規定する確定申告書

に特定株式等譲渡所得金額に係る所得の明細に関する事項その他施行規則に定め

る事項の記載があるときは、当該特定株式等譲渡所得金額に係る所得の金額につ

いては、適用しない。 

第39条の２第１項中「特定配当等申告書」及び「特定株式等譲渡所得金額申告

書」を「確定申告書」に改め、同条第２項中「申告書に係る年度分の個人の県民

税」を「確定申告書に係る年の末日の属する年度の翌年度分の個人の県民税」に改

める。 

第41条の２第１項ただし書中「所得税法第２条第１項第33号の４に規定する源泉



 

 

4 

控除対象配偶者」を「所得割の納税義務者（前年の合計所得金額が900万円以下で

あるものに限る。）の法第314条の２第１項第10号の２に規定する自己と生計を一に

する配偶者（前年の合計所得金額が95万円以下であるものに限る。）で控除対象配

偶者に該当しないもの」に改める。 

第41条の３の２の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改め、

同条第１項中第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を

加える。 

(２) 所得割の納税義務者（合計所得金額が1,000万円以下であるものに限る。）

の自己と生計を一にする配偶者（法第313条第３項に規定する青色事業専従者

に該当するもので同項に規定する給与の支払を受けるもの及び同条第４項に規

定する事業専従者に該当するものを除き、合計所得金額が133万円以下である

ものに限る。次条第１項において同じ。）の氏名 

第41条の３の３の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改め、

同条第１項中「あって、」の次に「特定配偶者（所得割の納税義務者（合計所得金

額が900万円以下であるものに限る。）の自己と生計を一にする配偶者（退職手当等

（第62条に規定する退職手当等に限る。以下この項において同じ。）に係る所得を

有する者であって、合計所得金額が95万円以下であるものに限る。）をいう。第２

号において同じ。）又は」を、「控除対象扶養親族」の次に「であって退職手当等に

係る所得を有しない者」を加え、同項中第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、

第１号の次に次の１号を加える。 

(２) 特定配偶者の氏名 

第84条の２中「閲覧の手数料」を「閲覧（法第382条の４に規定する固定資産課

税台帳に住所に代わる事項の記載をしたものの閲覧を含む。）の手数料」に改める。 

第84条の３中「交付」の次に「（法第382条の４に規定する当該証明書に住所に代

わる事項の記載をしたものの交付を含む。）の」を加える。 

附則第６条の３の２第１項中「令和15年度」を「令和20年度」に、「令和３年」

を「令和７年」に改める。 

附則第15条の３第２項を次のように改める。 

２ 前項の規定のうち、租税特別措置法第８条の４第２項に規定する特定上場株式

等の配当等（以下この項において「特定上場株式等の配当等」という。）に係る
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配当所得に係る部分は、市民税の所得割の納税義務者が前年分の所得税について

特定上場株式等の配当等に係る配当所得につき同条第１項の規定の適用を受けた

場合に限り、適用する。 

附則第16条の２第３項中「、第37条の８又は第37条の９」を「又は第37条の８」

に改める。 

附則第19条の２第４項を次のように改める。 

４ 前項後段の規定は、特例適用配当等に係る所得が生じた年分の所得税に係る第

41条の３第１項に規定する確定申告書に前項後段の規定の適用を受けようとする

旨の記載があるときに限り、適用する。 

附則第19条の３第４項を次のように改める。 

４ 前項後段の規定は、条約適用配当等に係る所得が生じた年分の所得税に係る第

41条の３第１項に規定する確定申告書に前項後段の規定の適用を受けようとする

旨の記載があるときに限り、適用する。 

附則第19条の３第６項中「年の翌年の４月１日の属する年度分の」を「年分の所

得税に係る」に、「条約適用配当等申告書にこの項」を「確定申告書にこの項」に

改め、「（条約適用配当等申告書にこれらの記載がないことについてやむを得ない理

由があると市長が認めるときを含む。）」を削る。 

附則第24条を削る。 

（多治見市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 多治見市税条例の一部を改正する条例（令和３年条例第14号）の一部を次の

ように改正する。 

多治見市税条例第41条の３の３第１項の改正規定中「控除対象扶養親族を除く」

を「年齢16歳未満の者」を「扶養親族（」の次に「年齢16歳未満の者又は」を加え、

「有しない者を除く」を「有する者」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行す

る。 

(１) 第１条中多治見市税条例第41条の３の２の見出し及び同条第１項並びに第41

条の３の３の見出し及び同条第１項の改正規定並びに同条例附則第６条の３の２
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第１項及び第16条の２第３項の改正規定並びに同条例附則第24条を削る改正規定

並びに第２条の規定並びに附則第３条第１項及び第２項の規定 令和５年１月１

日 

(２) 第１条中多治見市税条例第36条第４項及び第６項、第39条の２第１項及び第

２項並びに第41条の２第１項ただし書並びに同条例附則第15条の３第２項、第19

条の２第４項並びに第19条の３第４項及び第６項の改正規定並びに附則第３条第

３項の規定 令和６年１月１日 

(３) 第１条中多治見市税条例第20条の４、第84条の２及び第84条の３の改正規定

並びに次条並びに附則第４条の規定 民法等の一部を改正する法律（令和３年法

律第24号）附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日 

（納税証明書に関する経過措置） 

第２条 前条第３号に掲げる規定による改正後の多治見市税条例第20条の４（地方税

法（昭和25年法律第226号）第382条の４に係る部分に限る。）の規定は、同号に掲

げる規定の施行の日以後にされる同法第20条の10の規定による証明書の交付につい

て適用する。 

（市民税に関する経過措置） 

第３条 第１条の規定による改正後の多治見市税条例（以下「新条例」という。）第

41条の３の２第１項の規定は、附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日（以下こ

の項及び次項において「１号施行日」という。）以後に支払を受けるべき新条例第

41条の３の２第１項に規定する給与について提出する同項及び同条第２項に規定す

る申告書について適用し、１号施行日前に支払を受けるべき第１条の規定による改

正前の多治見市税条例（次項において「旧条例」という。）第41条の３の２第１項

に規定する給与について提出した同項及び同条第２項に規定する申告書については、

なお従前の例による。 

２ 新条例第41条の３の３第１項の規定は、１号施行日以後に支払を受けるべき所得

税法（昭和40年法律第33号）第203条の６第１項に規定する公的年金等（同法第203

条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この項において「公的年金等」とい

う。）について提出する新条例第41条の３の３第１項に規定する申告書について適

用し、１号施行日前に支払を受けるべき公的年金等について提出した旧条例第41条

の３の３第１項に規定する申告書については、なお従前の例による。 
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３ 附則第１条第２号に掲げる規定による改正後の多治見市税条例の規定中個人の市

民税に関する部分は、令和６年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、令

和５年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第４条 附則第１条第３号に掲げる規定による改正後の多治見市税条例第84条の２の

規定（地方税法第382条の４に係る部分に限る。）は、同号に掲げる規定の施行の日

以後にされる同法第382条の２の規定による固定資産課税台帳（同条第１項ただし

書の規定による措置を講じたものを含む。）の閲覧について適用する。 

２ 附則第１条第３号に掲げる規定による改正後の多治見市税条例第84条の３の規

定（地方税法第382条の４に係る部分に限る。）は、同号に掲げる規定の施行の日

以後にされる同法第382条の３の規定による証明書（同条ただし書の規定による措

置を講じたものを含む。）の交付について適用する。 

 



 

 

8 

議第69号 

 

多治見市行政財産の目的外使用に関する使用料徴収条例の一部を改正

するについて 

 

多治見市行政財産の目的外使用に関する使用料徴収条例（昭和59年条例第３号）の

一部を次のように改正するものとする。 

 

令和４年５月26日提出 

 

多治見市長   古 川  雅 典 

 

 

多治見市行政財産の目的外使用に関する使用料徴収条例の一部を改正する条例 

多治見市行政財産の目的外使用に関する使用料徴収条例（昭和59年条例第３号）の

一部を次のように改正する。 

第２条第１項中「及び別表第２」を「、別表第２及び別表第３」に改め、同条第

２項中「前項」を「前２項」に、「及び別表第２」を「、別表第２及び別表第３」

に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 使用料の計算において、使用面積、使用期間及び使用時間に使用料の計算単位に

満たない端数があるときは、それぞれこれを当該使用料の計算単位に切り上げる。 

別表第１備考を削る。 

 別表第２の次に次の１表を加える。 

別表第３（第２条関係） 

行政財産の種類及び使用区分 金額 

土地又は建物を営利事業の用に供する

場合（別表第１及び別表第２に掲げる

行政財産の種類及び使用区分に該当す

る場合を除く。） 

１月につき、基本料金1,800円と使用面

積に１平方メートル当たり600円を乗じ

て得た額との合計額。ただし、使用する

場所に附属する電源を使用する場合にあ 
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っては、当該合計額に次に掲げる定格消

費電力の区分に応じた額を加算して得た

額 

 (１) 500ワット未満 1,000円 

(２) 500ワット以上1,000ワット未満  

3,000円 

(３) 1,000ワット以上1,500ワット未満  

4,000円 

(４) 1,500ワット以上2,000ワット未満     

6,000円 

(５) 2,000ワット以上 8,000円 

附 則 

この条例は、令和４年10月１日から施行する。 
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議第70号 

 

多治見市手数料条例の一部を改正するについて 

 

多治見市手数料条例（昭和28年条例第27号）の一部を次のように改正するものとす

る。 

 

令和４年５月26日提出 

 

多治見市長   古 川  雅 典 

 

 

多治見市手数料条例の一部を改正する条例 

第１条 多治見市手数料条例（昭和28年条例第27号）の一部を次のように改正する。 

 別表46の項中「第85条第５項」を「第85条第６項」に改め、同表51の４の項中

「第87条の３第５項」を「第87条の３第６項」に改める。 

第２条 多治見市手数料条例の一部を次のように改正する。 

 別表52の２の項中 

「 

一戸建ての住宅以外の住宅（１棟

の戸数が５を超えるもの） 

１件に

つき 

38,000円（増改築に係るもの

にあっては、56,000円） 

                                      」 

を 

「 

一戸建ての住宅以外の住宅（１棟

の戸数が５を超え10以下のもの） 

１件に

つき 

38,000円（増改築に係るもの

にあっては、56,000円） 

一戸建ての住宅以外の住宅（１棟

の戸数が10を超えるもの） 

１件に

つき 

62,000円（増改築に係るもの

にあっては、92,000円） 

」 
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に、 

「 

一戸建ての住宅以外の住宅（１棟

の戸数が５を超えるもの） 

１件に

つき 

172,000円（増改築に係るも

のにあっては、255,000円） 

」 

を 

「 

一戸建ての住宅以外の住宅（１棟

の戸数が５を超え10以下のもの） 

１件に

つき 

172,000円（増改築に係るも

のにあっては、255,000円） 

一戸建ての住宅以外の住宅（１棟

の戸数が10を超えるもの） 

１件に

つき 

334,000円（増改築に係るも

のにあっては、499,000円） 

」 

に改める。 

 別表中52の12の項を52の14の項とし、52の４の項から52の11の項までを２項ずつ

繰り下げる。 

別表52の３の項中 

「 

一戸建ての住宅以外の住宅（１棟

の戸数が５を超えるもの） 

１件に

つき 

19,000円（増改築に係るもの

にあっては、28,000円） 

」 

を 

「 

一戸建ての住宅以外の住宅（１棟

の戸数が５を超え10以下のもの） 

１件に

つき 

19,000円（増改築に係るもの

にあっては、28,000円） 

一戸建ての住宅以外の住宅（１棟

の戸数が10を超えるもの） 

１件に

つき 

31,000円（増改築に係るもの

にあっては、46,000円） 

」 

に、 
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「 

一戸建ての住宅以外の住宅（１棟

の戸数が５を超えるもの） 

１件に

つき 

86,000円（増改築に係るもの

にあっては、127,500円） 

」 

を 

「 

一戸建ての住宅以外の住宅（１棟

の戸数が５を超え10以下のもの） 

１件に

つき 

86,000円（増改築に係るもの

にあっては、127,500円） 

一戸建ての住宅以外の住宅（１棟

の戸数が10を超えるもの） 

１件に

つき 

167,000円（増改築に係るも

のにあっては、249,500円） 

」 

に改め、同項を同表52の４の項とし、同表52の２の項の次に次のように加える。 

52の

３ 

 

法第５

条第６

項又は

第７項

に規定

する長

期優良

住宅維

持保全

計画の

認定申

請手数

料 

１ 登録住宅性能

評価機関が交付

する住宅の品質

確保の促進等に

関する法律第６

条の２第５項に

規定する確認書

若しくは住宅性

能評価書又はこ

れらの写しを添

付する場合 

一戸建ての住宅 １件に

つき 

20,000円 

一戸建ての住宅以外の住

宅（１棟の戸数が５以下

のもの） 

１件に

つき 

35,000円 

一戸建ての住宅以外の住

宅（１棟の戸数が５を超

え10以下のもの） 

１件に

つき 

56,000円 

一戸建ての住宅以外の住

宅（１棟の戸数が10を超

えるもの） 

１件に

つき 

92,000円 

２ １に掲げる場

合以外の場合 

 

一戸建ての住宅 １件に

つき 

72,000円 

一戸建ての住宅以外の住

宅（１棟の戸数が５以下

のもの） 

１件に

つき 

162,000円 

一戸建ての住宅以外の住 １件に 255,000円 
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宅（１棟の戸数が５を超

え10以下のもの） 

つき 

一戸建ての住宅以外の住

宅（１棟の戸数が10を超

えるもの） 

１件に

つき 

499,000円 

 別表52の４の項の次に次のように加える。 

52の

５ 

法第８

条第１

項に規

定する

長期優

良住宅

維持保

全計画

の変更

の認定

申請手

数料 

 

１ 登録住宅性能

評価機関が交付

する住宅の品質

確保の促進等に

関する法律第６

条の２第５項に

規定する確認書

若しくは住宅性

能評価書又はこ

れらの写しを添

付する場合 

一戸建ての住宅 １件に

つき 

10,000円 

一戸建ての住宅以外の住

宅（１棟の戸数が５以下

のもの） 

１件に

つき 

17,500円 

一戸建ての住宅以外の住

宅（１棟の戸数が５を超

え10以下のもの） 

１件に

つき 

28,000円 

一戸建ての住宅以外の住

宅（１棟の戸数が10を超

えるもの） 

１件に

つき 

46,000円 

２ １に掲げる場

合以外の場合 

 

一戸建ての住宅 １件に

つき 

36,000円 

一戸建ての住宅以外の住

宅（１棟の戸数が５以下

のもの） 

１件に

つき 

81,000円 

一戸建ての住宅以外の住

宅（１棟の戸数が５を超

え10以下のもの） 

１件に

つき 

127,500円 

一戸建ての住宅以外の住

宅（１棟の戸数が10を超

えるもの） 

１件に

つき 

 

249,500円 
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附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和４年10月１日

から施行する。 
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議第71号 

 

多治見市介護保険条例及び多治見市国民健康保険条例の一部を改正す

る条例の一部を改正するについて 

 

多治見市介護保険条例及び多治見市国民健康保険条例の一部を改正する条例（令和

２年条例第29号）の一部を次のように改正するものとする。 

 

令和４年５月26日提出 

 

多治見市長   古 川  雅 典 

 

 

多治見市介護保険条例及び多治見市国民健康保険条例の一部を改正する条例の

一部を改正する条例 

 多治見市介護保険条例及び多治見市国民健康保険条例の一部を改正する条例（令和

２年条例第29号）の一部を次のように改正する。 

 附則第２項に次の１号を加える。 

(３) 令和３年度及び令和４年度の保険料（令和４年４月１日から令和５年３月31

日までの間に普通徴収の納期限（特別徴収の場合にあっては、特別徴収対象年金

給付の支払日）が設定されているものに限る。） 

附則第３項に次の１号を加える。 

(３) 令和３年度及び令和４年度の保険料（令和４年４月１日から令和５年３月31

日までの間に普通徴収の納期限（特別徴収の場合にあっては、特別徴収対象年金

給付の支払日）が設定されているものに限る。） 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議第72号 

 

多治見市たじっこクラブの実施に関する条例の一部を改正するについ

て 

 

多治見市たじっこクラブの実施に関する条例（平成23年条例第29号）の一部を次の

ように改正するものとする。 

 

令和４年５月26日提出 

 

多治見市長   古 川  雅 典 

 

 

多治見市たじっこクラブの実施に関する条例の一部を改正する条例 

多治見市たじっこクラブの実施に関する条例（平成23年条例第29号）の一部を次の

ように改正する。 

第３条第３項各号を次のように改める。 

(１) 午後５時まで利用 下校時刻（第１項の規則で定める日にあっては午前７時

30分。以下この項において同じ。）から午後５時まで 

(２) 午後６時まで利用 下校時刻から午後６時まで 

(３) 午後７時まで利用 下校時刻から午後７時まで 

別表第１中 

「 

基本利用 3,500円 7,000円 

延長利用 7,000円 14,000円 

                                     」 

を 

「 

午後５時まで利用 4,000円 8,000円 
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午後６時まで利用 6,000円 12,000円 

午後７時まで利用 7,000円 14,000円 

                                     」

に改める。 

別表第２中 

「 

基本利用 140円 280円 

延長利用 280円 560円 

                                     」

を 

「 

午後５時まで利用 160 円 320 円 

午後６時まで利用 240 円 480 円 

午後７時まで利用 280 円 560 円 

                                 」

に改める。 

附 則 

１ この条例は、令和５年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 利用の申込みの受理、利用の決定その他この条例を施行するために必要な準備行

為は、施行日前においても行うことができる。 
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議第73号 

 

多治見市地方活力向上地域における固定資産税の課税免除に関する条

例の一部を改正するについて 

 

多治見市地方活力向上地域における固定資産税の課税免除に関する条例（平成28年

条例第６号）の一部を次のように改正するものとする。 

 

令和４年５月26日提出 

 

多治見市長   古 川  雅 典 

 

 

多治見市地方活力向上地域における固定資産税の課税免除に関する条例の一部

を改正する条例 

 多治見市地方活力向上地域における固定資産税の課税免除に関する条例（平成28年

条例第６号）の一部を次のように改正する。 

 第２条中「令和４年３月31日」を「令和６年３月31日」に、「２年」を「３年」に、

「、構築物又は償却資産及び」を「又は構築物及び償却資産並びに」に、「当該構築

物」を「構築物」に改める。 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ 改正後の第２条の規定は、令和４年４月１日以後に新設され、又は増設された特

別償却設備である家屋又は構築物及び償却資産並びに当該家屋又は構築物の敷地で

ある土地（以下「設備等」という。）について適用し、同日前に新設され、又は増

設された設備等については、なお従前の例による。 
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議第74号 

 

多治見市文化会館の設置及び管理に関する条例の一部を改正するにつ

いて 

 

多治見市文化会館の設置及び管理に関する条例（昭和55年条例第32号）の一部を次

のように改正するものとする。 

 

令和４年５月26日提出 

 

多治見市長   古 川  雅 典 

 

 

多治見市文化会館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

多治見市文化会館の設置及び管理に関する条例（昭和55年条例第32号）の一部を次

のように改正する。 

別表第１ １ ホール・展示室等の表備考５を次のように改める。 

５ 利用者がシャワー室を利用する場合は、１時間（１時間未満の端数を生じた

ときは、１時間に切り上げる。）ごとに320円を加算する。ただし、シャワー

室は、大ホール又は小ホールの利用者に限り利用することができる。 

附 則 

１ この条例は、令和５年１月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただ

し、次項の規定は、公布の日から施行する。 

２ 改正後の別表第１の規定は、この条例の公布の日以後に申請した施行日以後のシ 

ャワー室の利用について適用し、この条例の公布の日前に申請した施行日以後のシ 

ャワー室の利用については、なお従前の例による。 
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報第８号 

 

令和３年度多治見市一般会計継続費繰越計算書の報告について 

 

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第145条第１項の規定により、令和３年

度多治見市一般会計継続費繰越計算書を次のとおり調製したので、これを議会に報告

する。 

 

令和４年５月26日提出 

 

多治見市長   古 川  雅 典 
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報第９号 

 

令和３年度多治見市一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について 

 

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第146条第２項の規定により、令和３年

度多治見市一般会計繰越明許費繰越計算書を次のとおり調製したので、これを議会に

報告する。 

 

令和４年５月26日提出 

 

多治見市長   古 川  雅 典 
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報第10号 

 

令和３年度多治見市国民健康保険事業特別会計継続費繰越計算書の報

告について 

 

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第145条第１項の規定により、令和３年

度多治見市国民健康保険事業特別会計継続費繰越計算書を次のとおり調製したので、

これを議会に報告する。 

 

令和４年５月26日提出 

 

多治見市長   古 川  雅 典 
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報第11号 

 

令和３年度多治見市水道事業会計継続費繰越計算書の報告について 

 

地方公営企業法施行令（昭和27年政令第403号）第18条の２第１項の規定により、

令和３年度多治見市水道事業会計継続費繰越額の使用に関する計画について、継続費

繰越計算書をもって次のとおり報告を受けたので、これを議会に報告する。 

 

令和４年５月26日提出 

 

多治見市長   古 川  雅 典 

 

 



 

 

31 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（
単

位
：
円

）

予
算

計
上

額
前

年
度

逓
次

繰
越

額
計

国
庫

補
助

金
損

益
勘

定
留

保
資

金

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

水
道

事
業

基
本

計
画

策
定

5
8
,9

0
0
,0

0
0

2
9
,4

5
0
,0

0
0

2
9
,4

5
0
,0

0
0

2
9
,4

5
0
,0

0
0

2
9
,4

5
0
,0

0
0

2
9
,4

5
0
,0

0
0

翌
年

度
逓

次
繰

越
額

に
係

る
繰

越
を

要
す

る

た
な

卸
資

産
の

購
入

限
度

額

令
和

３
年

度
多

治
見

市
水

道
事

業
会

計
継

続
費

繰
越

計
算

書

款
項

事
業

名
継

続
費

の
総

額
令

和
３
年

度
継

続
費

予
算

現
額

支
払

義
務

発
生

（
見

込
）
額

残
額

翌
年

度
逓

次
繰

越
額

翌
年

度
逓

次
繰

越
額

に
係

る
財

源
内

訳



 

 

32 

報第12号 

 

令和３年度多治見市水道事業会計予算繰越計算書の報告について 

 

地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第26条第３項の規定により、令和３年度

多治見市水道事業会計予算繰越額の使用に関する計画について、繰越計算書をもって

次のとおり報告を受けたので、これを議会に報告する。 

 

令和４年５月26日提出 

 

多治見市長   古 川  雅 典 
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報第13号 

 

令和３年度多治見市下水道事業会計継続費繰越計算書の報告について 

 

地方公営企業法施行令（昭和27年政令第403号）第18条の２第１項の規定により、

令和３年度多治見市下水道事業会計継続費繰越額の使用に関する計画について、継続

費繰越計算書をもって次のとおり報告を受けたので、これを議会に報告する。 

 

令和４年５月26日提出 

 

多治見市長   古 川  雅 典 
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改
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報第14号 

 

令和３年度多治見市下水道事業会計予算繰越計算書の報告について 

 

地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第26条第３項の規定により、令和３年度

多治見市下水道事業会計予算繰越額の使用に関する計画について、繰越計算書をもっ

て次のとおり報告を受けたので、これを議会に報告する。 

 

令和４年５月26日提出 

 

多治見市長   古 川  雅 典 
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報第15号 

 

令和３年度多治見市病院事業会計予算繰越計算書の報告について 

 

地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第26条第３項の規定により、令和３年度

多治見市病院事業会計予算繰越額の使用に関する計画について、繰越計算書をもって

次のとおり報告を受けたので、これを議会に報告する。 

 

令和４年５月26日提出 

 

多治見市長   古 川  雅 典 
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議第79号 

 

町の区域の変更について 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第260条第１項の規定により、町の区域を次の

ように変更する。 

 

令和４年５月26日提出 

 

多治見市長   古 川  雅 典 

 

１ 以下の土地を陶都の杜一丁目に変更する。 

町 地    番 

長瀬町 25番２の一部 

虎渓山町二丁目 １番１の一部、１番３、１番４の一部 

住吉町七丁目 23番１の一部、24番１の一部 

  

２ 以下の土地を陶都の杜二丁目に変更する。 

町 地    番 

長瀬町 25番２の一部 

金岡町五丁目 10番２の一部、11番１の一部、18番の一部 

虎渓山町二丁目 １番１の一部、１番４の一部、１番５、１番６、１番26 

住吉町七丁目 

23番１の一部、23番３、24番１の一部、25番１の一部、25番

２の一部、26番１、26番２の一部、27番の一部、38番２の一

部、38番11の一部 

 

３ 以下の土地を陶都の杜三丁目に変更する。 

町 地    番 

金岡町五丁目 10番２の一部、11番１の一部、18番の一部、19番１、19番
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２、20番 

虎渓山町二丁目 １番１の一部 

住吉町七丁目 

22番、23番１の一部、24番１の一部、24番３、24番４、24番

５、24番６、24番７、24番８、25番１の一部、25番２の一

部、26番２の一部、27番の一部、38番１の一部、38番２の一

部、38番３の一部、38番４の一部、38番７の一部、38番８、

38番９、38番10、38番11の一部 

 

４ 以下の土地を住吉町七丁目に変更する。 

町 地    番 

金岡町五丁目 21番 

 

 


